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1.研究目的

2000年の社会福祉法の改正を契機に、「地域福

祉の推進」が市町村・都道府県行政にとっての政

策課題となり、地域福祉計画・地域福祉支援計画
の策定やそれに基づく各種事業・プログラムの展

開が図られてきている。

日本福祉大学地域ケア研究推進センターでは、

都道府県の地域福祉推進の取り組み状況を把握す
ることを目的に、 2003年・2004年において「地

域福祉関連の都道府県単独事業等調査」及びそれ

に付随するヒアリング・研究会等を実施し、地域

福祉プログラムの取り組み状況や地域福祉を担当

する組織等の「地域福祉行政」の形成・展開状況

を明らかにした。

それらの成果については、『1也域福祉プログラム

一地方自治体による開発と推進』として出版した

が、2004年の調査からすでに6年が経過し、社会
的孤立や貧困などの新たな地域福祉課題も指摘さ

れてきているととから、改めて都道府県単独事業
を中心に調査を実施し、都道府県で取り組まれて

いる地域福祉政策の動恂と課題、経年的な変化の

状況を把握することにした。

2.方法

都道府県の地域福祉担当課に対するアンケート

調査を実施した。調査概要は下記の通りである。
0調査方法:郵送による配布・回収(E・m且Ⅱも可)

0調査期間:平成器年2月発送・3月回収

0調査項目
魂査A:地域福祉行政に関する状況調査

調査B:都道府県単独事業に関する調査

調査C:国の交付金・基金等の活用状況調査

調査D :「共生型事業」に関する追加・詳細調査

3.内容

本調査の前回調査からの補強点は、以下の通り

である。①地域福祉を担当する都道府県行政の組

織について出先機関の有無も含め詳しく把握する
とともに、予算規模等も調査、②国の交付金・基

金等の活用状況についても把握、③単独事業の区

分を再編成し、「地域福祉の条件整備(ワーカー配
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置・総合相談等)」や「共生型」等を独立の項目と

した。

な粘、本報告では主に①の都道府県の担当き且織

とその運営課題について、第2報告では②,③の

都道府県問比較について報告する。

4.結果

調査の回収数は47都道府県中34力所(72.3%)
俵平成船年3月28口現在)であり、主な結果は以下

のとおりであった。

1)地域福祉担当課の状況
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調査数(%)

①福祉担当部局内の筆頭課

②名称に「地域福祉」等を含む課

※①かつ②の課

2)地域福祉行政運営上の困難
調査数(%)

①地域福祉推進の具体的な姿のイメージが困難

②財政難による予算の確保

③他の課との役割分担の判断

④事業に効果を見える形で出すこと

⑤事業の企画における市町村・団体等の二ーズ把握

⑥事業の推進における市町村・団体等との連携

⑦その他

3)支援計画の策定状況と重点事業の設定
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①継続策定

(26.5)
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重点事業

②策定中・策定予定

(2.9)
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③計画期間終了・
策定予定なし

11 (32.4)

これらの結果から、①都道府県の「地域福祉課」
の設置に顕著な増加傾向は見られないこと、②予

算の確保・事業効果の明確化が課題となっている

こと、③第2期支援計画の策定が進む一方で、計
画期間終了後も策定予定がない県などがでてきて

いること、またその場合において、具体的な地域

福祉推進の重点事業の設定がない場合が多いこと

などが明らかとなった。
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